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1鰺
第 2章 監査役の職責と心構え

(監査役の職責)

第 2条

1.監査役は、取締役会と協働して会社の監督機能の一翼を担い、株主の負託を受けた独
立の機関として取締役の職務の執行を監査することにより、企業及び企業集団が様々な

ステークホルダーの利害に配慮するとともに、これらステークホルダーとの協働に努め、

健全で持続的な成長と中長期的な企業価値の創出を実現し、社会的信頼に応える良質な

企業統治体制を確立する責務を負っている。 ib.3】

2.前項の責務を通じ、監査役は、会社の透明 。公正な意思決定を担保するとともに、会

社の迅速・果断な意思決定が可能となる環境整備に努め、自らの守備範囲を過度に狭く

提えることなく、取締役又は使用人に対し能動的・積極的な意見の表明に努める。

【Lv41

3.監査役は、取締役会その他重要な会議への出席、取締役、使用人及び会計監査人等か

ら受領した報告内容の検証、会社の業務及び財産の状況に関する調査等を行い、取締役

又は使用人に対する助言又は勧告等の意見の表明、取締役の行為の差止めなど、必要な

措置を適時に講じなければならない。 〔Lv.2】

: 【第1項補足〕本基準における「監督」の概念は、会社法第 362条第2項第2号に規定する「取 :
必  締役の職務の執行の監督」に留まらず、より広い企業統治における監督機能全般を意味する。  :
広義の監督機能は、取締役会と監査役 (会 )力 協`働して担うものであり、「監査Jもその一部

と考えている (広義の監督機能の概念については、当協会「監査役等の英文呼称について」

(平成 24年 8月 29日 )において提示していたものであるが、本基準においても同様の概念

を踏まえて改定するものである。)。

また、コーポレー トガバナンス・コー ド (以下、補足において 「CC」 という。)において求
められている各種ステークホルダーとの協働は、取締役会及び経営陣が主導的に行うべきもの

であるが、監査役も企業統治体制の確立の観点から、取締役会及び経営陣を後押しすることが

求められていることから今回の改定を行つた。

1参考】∝ 基本原則 2及び基本原則 4

【第 2項補足】 CC原則 4-4の とおり、監査役が、いわゆる「守りの機能Jを含めその役割 。

責務を十分果たすためには、自らの守備範囲を過度に狭く捉えることは適切ではない。既に多

くの実務においては、監査役は、取締役会又は経営会議等重要な会議のほか、様々な場面で多

岐にわたる事項について、法令や定款違反の可能性の観点だけではなく、リスク管理の観点や

経営判断の合理性の観点等からも意見を述べている (具体例については、日本監査役協会 「第

77回監査役全国会議に係る事前アンケー ト集計結果」 (2013年 10月 8日 )を参照。)。 ただ

し、これらの対応は各社の置かれている状況を勘案して行われるべきもので、各企業一律に求

められるものではないことに留意する必要がある。

(監査役の心構え)

第 3条

1.監査役は、独立の立場の保持に努めるとともに、常に公正不偏の態度を保持 し、自ら



の信念に基づき行動しなければならない。 [1二 2】

2.監査役は、監督機能の一翼を担う者として期待される役割・責務を適切に果たすため、
常に監査品質の向上等に向けた自己研鑽に努め、就任後においても、これらを継続的に

更新する機会を得るよう努める。 【I」v.41

3.監査役は、適正な監査視点の形成のため、会社の事業・財務・組織等に関する必要な
知識を取得し、監査役に求められる役割と責務を十分に理解する機会を得るよう努める

ほか、経営全般の見地から経営課題についての認識を深め、経営状況の推移と企業をめ

ぐる環境の変化を把握し、能動的・積極的に意見を表明するよう努める。 〔Lv41

4.監査役は、平素より会社及び子会社の取締役及び使用人等との意思疎通を図り、情報
の収集及び監査の環境の整備に努める。 ilコ v.4】

5.監査役は、監査意見を形成するに当たり、よく事実を確かめ、必要があると認めたと
きは、弁護士等外部専門家の意見を徴し、判断の合理的根拠を求め、その適正化に努め

る。  :Lv41

6.監査役は、その職務の遂行上知り得た情報の秘密保持に十分注意しなければならない。
〔h21
7.監査役は、企業及び企業集団の健全で持続的な成長を確保し社会的信頼に応える良質
な企業統治体制の確立と運用のために、監査役監査の環境整備が重要かつ必須であるこ

とを、代表取締役を含む取締役に理解し認識させるよう努める。 IIノ み`4〕

【第2項参考】CC基本原則4、 原則4-4及び補充原則4-14①
【第 3項補足】「能動的 。積極的に意見を表明」とは、専ら経営に関する事項 として、発言を控

える、若しくは意見を求められるまで待つことをせずに、企業にとり有益と自ら判断した場合

は躊躇することなくリスク管理の観点や経営判断の合理性の観点等からも意見を述べることを

:  期待 したものである。

第 3章 監査役及び監査役会
(常勤監査役)

第4条

1.監査役会は、監査役の中から常勤の監査役を選定しなければならない。 【L■ 11

2.常勤監査役は、常勤者としての特性を踏まえ、監査の環境の整備及び社内の情報の収

集に積極的に努め :LⅥ 41、 かつ、内部統制システムの構築・運用の状況を日常的に監

視し検証する。 :L■ 31

3.常勤監査役は、その職務の遂行上知り得た情報を、他の監査役と共有するよう努める。
【1‐.4】
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二 常勤の監査役の選定及び解職
三 監査の方針、業務及び財産の状況の調査の方法その他の監査役の職務の執行に関す
る事項の決定

(監査役会の運営)

第 8条

1.監査役会は、定期的に開催し、取締役会の開催日時、各監査役の出席可能性等にも配
慮し、あらかじめ年間の開催日時を定めておくことが望ましい。 :L■4:ただし、必要

があると認めたときは随時開催する。 ib.31

2.監査役会は、その決議によつて監査役の中から議長を定めるものとする。 :L、41監
査役会の議長は、監査役会を招集し運営するほか、監査役会の委嘱を受けた職務を遂行

する。 :Lv3】 ただし、各監査役の権限の行使を妨げることはできない。 〔Iコ、111

3.監査役会は、各監査役の報告に基づき審議をし、監査意見を形成しなければならない。
[Lv21

4.監査役会の決議を要する事項については、十分な資料に基づき審議 しなければならな
い。 〔Lv21

5,監査役は、監査役会議事録に議事の経過の要領及びその結果、その他法令で定める事
項が適切に記載されているかを確かめ、出席した監査役は、これに署名又は記名押印し

なければならない。 〔Lvl】

(監査役選任手続等への関与及び同意手続)

第 9条

1.監査役会は、取締役が株主総会に提出する監査役の選任議案について、同意の当否を

審議 しなければならない。 ilぇ 1:同意の判断に当たっては、第 10条に定める選定基準

等を考慮する。 〔Lv 31

2.監査役会は、監査役の候補者、監査役候補者の選定方針の内容、監査役選任議案を決

定する手続、補欠監査役の選任の要否等について、取締役との間であらかじめ協議の機

会をもつことが望ましい。 :L■・:4】

3.監査役会は、必要があると認めたときは、取締役に対し、監査役の選任を株主総会の

目的とすることを請求し、又は株主総会に提出する監査役の候補者を提案する。 :Lv3‡

4.監査役は、監査役の選任若しくは解任又は辞任について意見をもつに至ったときは、
株主総会において意見を表明しなければならない。 [L、12〕

5.補欠監査役の選任等についても、本条に定める手続に従う。 [Lv3】
6.監査役及び監査役会は、社外監査役選任議案において開示される不正な業務執行の発
生の予防及び発生後の対応に関する事項について、適切に記載されているかにつき検討

する。 :L、 31

４

・



| 【第2項補足】監査役候補の指名の方針等を会社が定める場合に、取締役会だけで定めるのでは i
|  なく監査役会が関与することについて言及 している。
: 【第2項参考】GC原則3-1(iv)(v)

(監査役候補者の選定基準等)

第 10条

1.監査役会は、監査役の常勤・非常勤又は社内 。社外の別及びその員数、現任監査役の

任期、専門知識を有する者の有無、欠員が生じた場合の対応等を考慮 し、監査役選任議

案への同意等を行うに当たっての一定の方針を定めるものとする。 【I」、み4,]

2.監査役候補者の選定への同意及び監査役候補者の選定方針への関与に当たつては、監
査役会は、任期を全うすることが可能か、業務執行者からの独立性が確保できるか、公

正不偏の態度を保持できるか等を勘案して、監査役としての適格性を慎重に検討する。

[1コv3:なお、監査役のうち最低 1名 は、財務及び会計に関して相当程度の知見を有す

る者であることが望ましい。 :Lv41

3.社外監査役候補者の選定に際しては、監査役会は、会社及び親会社 との関係、代表取
締役その他の取締役及び主要な使用人との関係等を勘案して独立性に問題がないことを

確認するとともに、取締役会及び監査役会等への出席可能性等を検討するものとする。

lL、141

4.監査役会は、独立役員の指定に関する考え方を取締役等から聴取し、必要に応じて協
議する。 :Lv31

5.監査役候補者及び社外監査役候補者の選定に際しては、監査役会は、前 3項に定める

事項のほか、法令の規定により監査役の選任議案に関して株主総会参考書類に記載すべ

きとされている事項についても、検討する。 【Lv.3】

(監査役の報酬等)

第 11条

1.各監査役が受けるべき報酬等の額について定款の定め又は株主総会の決議がない場合
には、監査役は、常勤 。非常動の別、監査業務の分担のメ

況、取締役の報酬等の内容及

び水準等を考慮し、監査役の協議をもつて各監査役が受ける報酬等の額を定めなければ

ならない。 【Lvll

2.監査役は、監査役の報酬等について意見をもつに至ったときは、必要に応じて取締役
会又は株主総会において意見を述べる。 :L■ 3:

(監査費用)

第 12条

1.監査役は、その職務の執行について生ずる費用について、会社から前払又は償還を受

けることができる。 ilJv51



2.監査役会は、第 17条第 2項第 6号の方針に基づき、職務の執行について生ずる費用

について、あらかじめ予算を計上しておくことが望ましい。 【Iフv4】 ただし、緊急又は

臨時に支出した費用についても、会社に償還を請求する権利を有する。 【L、151

3.監査役は、必要に応じて外部の専門家の助言を受けた場合、当該費用を会社に請求す

る権利を有する。 :Lv5】

4,監査役は、その役割・責務に対する理解を深めるため必要な知識の習得や適切な更新
等の研鑽に適合した研修等を受ける場合、当該費用を会社に請求する権利を有する。

【h5】

5.監査費用の支出に当たっては、監査役は、その効率性及び適正性に留意するものとす

る。 Ib14】

: 【第3項、第4項補足】費用負担についても明確にしている。
i 【第4項参考】GC補充原員14-13②、原則4-14

第4章 コーポレートガバナンス・コードを踏まえた対応
(コーポレー トガバナンス・コー ドを踏まえた対廂

第 13条

1.コ ーポレー トガバナンス・コー ドの適用を受ける会社の監査役は、コーポレー トガバ

ナンス・コー ドの趣旨を十分に理解 したうえで、自らの職務の遂行に当たるものとする。

:Lv.41

2.監査役及び監査役会は、取締役会が担 う以下の監督機能が会社の持続的成長と中長期

的な企業価値の向上を促 しかつ収益力・資本効率等の改善を図るべく適切に発揮されて

いるのかを監視するとともに、自らの職責の範囲内でこれ らの監督機能の一部を担 うも

のとする。 :Lv4】

一 企業戦略等の大きな方向性を示すこと
二 代表取締役その他の業務執行取締役による適切なリスクテイクを支える環境整備を

行 うこと

三 独立した客観的な立場から、代表取締役その他の取締役等に対す る実効性の高い監

督を行 うこと

3.監査役が指名・報酬などに係る任意の諮問委員会等に参加する場合には、会社に対 し

て負っている善管注意義務を前提に、会社の持続的な成長 と中長期的な企業価値の向上

のために適正に判断を行 う。 [L、13:

: 【第 1項補足l CCは会社の持続的成長と中長期的企業価値向上に資する内容であることから、第 :
:  13条第1項は、GCの適用を直接受けていない会社であつてもGCの趣旨を取り込むことを否定 :
:  するものではない。
1 【第2項補足】監査役及び監査役会は、第2条第1項に規定されているとおり、取締役会と協働 |
:  して会社の広義の監督機能の一翼を担う機関であるが、当該監督機能の例として、GC基本原則 :



4に 3つの役割・責務が提示されており、当該役割・責務の一部は監査役・監査役会も担うこ

とになる (GC基本原則 4参照)。 これら広義の監督機能に対する監査役の関与のあり方として

は、取締役会がこれらの監督職務を適切に果たしているのかを監査すること (会社法第 381条

第 1項参照)のほか、例えば、適切なリスクテイクの礎となる内部統制システムのあり方につ

いて構築の段階から積極的に意見を表明することが挙げられる。また、各社の置かれている環

境によつては、リスク管理の観点や経営判断の合理性の観点等から、個別案件だけではなく、

中期経営計画策定に係る議論においても積極的に発言することも考えられる。ただし、これら

の関与の度合いは各社の事情により異なるべきものであり、第 2項がレベル 4と なつているの

もこの点を勘案したものである。なお、監査役が行うべき対応は、第 2条に掲げる監査役の職

責を踏まえて行われることになる。

【第3項補足I諮問委員会の設置や当該委員会に監査役が参カロするかどうかは各社の状況に応じ

て任意に対応する事項である。

【第 3項参考】CC原則4-10

(株主との建設的な対話)

第 14条

1.監査役は、中長期目線の株主等と対話を行う場合には、関連部署と連携して、会社の

持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、合理的範囲内で適切に対応す

るものとする。 IIノv41

2.前項の対話において把握された株主の意見・懸念は、代表取締役その他の業務執行取
締役、取締役会及び監査役会に対して適切かつ効果的に伝えるものとする。 〔I´、14】

【補足】本条は、監査役と株主等との対話について、監査役が株主等と対話を行つている実例が

あり、今後非業務執行役員としての監査役に対する期待が高まると考えられることから規定し

ている。 「中長期目線の株主」とは、いわゆるショー トターミズムの株主ではなく、例えばス

チュワー ドシップ 。コー ドを採択し、顧客・受益者への長期的なリターンを確保するよう投資

対象企業の中長期的な企業価値の向上への深い理解と関心をもつている機関投資家等が典型

で、こうした株主は「会社のガバナンスの改善が実を結ぶまで待つことができるJ(GC「経緯
及び背景」第 8項参照)者でもある。なお、監査役が実際に対話を行 うに当たっては、 IR部
門等の関連部署と十分な連携を図り、株主等にとって判りやすい説明となるよう、会社全体と

してできるだけ一貫性のある説明を確保する必要があることから「関連部署 と連携して」と規

定している。

第 5章 監査役監査の環境整備
(代表取締役との定期的会合)

第 15条

監査役は、代表取締役と定期的に会合をもち、代表取締役の経営方金1・を確かめるとと

もに、会社が対処すべき課題、会社を取り巻くリスクのほか、監査役の職務を補助すべ

き使用人 (本基準において「補助使用人」という。)の確保及び監査役への報告体制そ

の他の監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見を交換し、代表

「′
t



図表 1

1肇斡 |||.(会) :監査委車|【鋤 識 秦 員徐}
一般的監査
権限

①取締役・執行役等の職務執行の
監査権

381条 1頂 404ジ蔵2項 1=号
399条の2第 3
項 1号

報告請求権・

調査権等

①取締役・執行役・会計参与 。使
用人に対する事業報告請求権、
業務財産状況調査権

381条 2頂 405条 lI頁
399条の3第
1頂

②子会社に対する事業報告請求権、
業務財産状況調査権

381条 3項 405条 2頂
399条の3第
2頂

③取締役・執行役からの会社に著
しい損害を及ぼすおそれのある
事実に係る報告の受領

35ア条 2頂・
1項

419条 1項 35フ ラ(31頁・

1頂

④会計監査人に対する監査関係報
告請求権

39フ条 2頂
397,農 5項・
2項

397'終 4頂・
2項

⑤会計監査人からの取締役 。執行
役の職務執行に関する不正の行
為又は法令・定款違反の重大事
実に係る報告の受領

397条 3頂
1頂

397条 5頂・
lI員

397条 4項
1項

決算監査

①計算書類・事業報告・附属明細
書の監査権

436条 1項
2頂

436条 2項 436条 2項

②臨時計算書類の監査権 441条 2頂 441条 2項 441条 2項

③連結計算書類の監査権 444条 4頂 444条 4頂 444チ護4項

④会計監査人からの会計監査報告
の受領

会社計算規則
130条 1頂・5
項 1号及び 2号

会社計算規則
130条 1項・5
項 4号

会社計算規則
130条 1項・5
項 3号

取締役会 ①取締役会の招集請求権及び招集権
383条 2項・
3頂

417条 1頂 399条の 14

監査役等の
地位

①株主総会に提出する監査役・監
査等委員である取締役の選任議
案への同意権

343条 3頂・
1項

344条の2第
1頂

②株主総会への監査役・監査等委
員である取締役の選任に関する
議題及び議案の提出請求権

343り機3項・
2頂   )

344条の2第
2項

③監査役・監査等委員である取締
役の選任・解任・辞任に係る意
見陳述権

345条 1頂～
4頂

342条の2第 1
頂～3頂

④監査役・監査等委員である取締
役の報pll等に係る意見陳述権

387条 3項 361`機 5頂

⑤監査費用等請求権 388条 404条 4項
399条の2第
4頂

監査等委員
でなしヽ取締
役の地位

①監査等委員でない取締役の選任・

解任・辞任に関する意見陳述権
342条の2第
4項

②監査等委員でない取締役の報酬
等に係る意見陳述権

361条 6項

会計監査人

①会計監査人の選任・解任・不再
任議案の内容決定権

344条 404条 2頂 2号 399条の2第
3

項2号

②会計監査人・一時会計監査人の
報酬1等決定同意権

399う機2項・
1頂

399条 4項 399条 3頂

③一時会計監査人の選任権
346条 6頂・
4項

346条 8項・
4頂

346ジ誕7頂・
4項

監督是正権

①取締役の目的外行為、法令・定
款違反行為差止請求権

385条 1頂 407条 1項
399条の6第
1項

②各種の訴え提起権
828'議 2頂、
831条 1頂

828条 2項、
831条 1頂

828条 2項、
831条 1頂

,

監査役 No6852018825 019
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監査役の財務。会計に関する知見の開示例  資料③

の

会社名 株主総会「監査役選任議案」における<監査役候補者とした理由> 事業報告の「会社役員に関する事項」の監査役に関する注記

花王株式会社

(2018.3.23総 会)

<監査役 1名選任の件>(新任、社外、独立)
。同氏は、弁護士として企業法務及びコーポレートガバナンス

に関する専門的見識と豊富な経験を有し、また、2014年から当

社の主要子会社の監査役を務めることにより、当社グループの

事業内容に関する見識も有しております。これらを当社グルー

プ全体の監査に生かしていただけると考え、同氏を社外監査役

としました。

(常勤監査役 2名 A・ B 監査役 (社外)3名 C・ D・ E)
。監査役 Bは、長年当社の経理業務を経験し、財務及び会計
に関する相当程度の知見を有する者であります。

・監査役 DoEの両氏は、公認会計士の資格を有し、財務及
び会計に関する相当程度の知見を有する者であります。

株式会社安川電機

(2018.5,29総会

<監査等委員である取締役 2名選任の件>(社内 A、 社外独立
B)

・A氏は、事業部副事業部長や現地法人の経営など幅広い経験。

見識から当社経営に対する監督を行う監査等委員として適任

と判断しております。

北AB氏はグローバル企業での役員等の経験を通じて培われた経

験の専門家としての豊富な専門知識、知見等はグローバル取引

の拡大を目指す当社にとって大変有益であり、社外取締役とし

ての客観的な視点から当社経営に対する監督を行なっていた

だけると判断しております

(取締役監査等委員 (常勤)2名 A・ B、 社外取締役監査等委
員 3名 C・ DoE)
。監査等委員 Cは、公認会計士の資格を有しており、財務及

び会計に関する相当程度の知見を有しております。

株式会社 ミクシィ

(2018.6.26)

<監査役 1名選任の件>(再任社外)(社外監査役就任期間 14
年)

。同氏は、長年にわたり経理事務の経験を重ねており、財務及

び会計に関する相当の知見を有しているほか、当社の事業内容

等に精通していることから社外監査役とするものであります。

(常動監査役 1名 A、 監査役 (社外)2名 BoC) ~~~
。常勤監査役 Aは、長年にわたり経理業務の経験を重ねてき

,ξlF務
及び会計に関す

2慶
程度の知見を有するものであ

・監査役 Bは、弁護士の資格を有しており、専門的な知見及

「Э資格

…
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（○

務及び会計に関する相当程度の知見を有するものでありま

す。

株式会社小松製作所

(2018.6.19)

<監査役 1名選任の件>(再任、社外、独立)
。同氏は、日本銀行副総裁を務めた経歴を有するなど、金融財

務分野において国際的に活躍し、金融界における高い見識と豊

富な経験を有しています。これらを活かし、専門的見地から監

査役として役割を果たすことが期待できるため、社外監査役候

補といたしました。なお同氏は、直接企業経営に関与した経験

はありませんが、上記の理由により、社外監査役としての職務

を適切に遂行できるものと判断しました。

(常勤監査役 2名 A・ B、 監査役 (社外)3名 C・ DoE)
。常勤監査役 A・ Bは、当社において経理関係の業務に長く従

事し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しています。

(注記されていないが、兼職の状況によると監査役 Dは、お

茶の水女子大学名誉教授、監査役、弁護士である)

株式会社 DTS

(2018.6.22)

<監査役 1名選任の件>(1名任期満了 B、 新任、社外、独立)
。同氏 (女性)は、弁護士の資格を有しており、その法的知見

や経験、見識等を当社の監査体制に活かしていただくため社外

監査役として選任をお願いするものであります。

(常勤監査役 2名 A・ B、 監査役 (社外)2名 C・ D)
。監査役 Dは、公認会計士の資格を有しており、財務及び会
計に関する相当程度の知見を有するものであります。

パイプドHD株式会社

(2018.5.11)

<監査役 1名選任の件>(A辞任 新任、社外、独立)
。同氏は、経営者としての豊富な経験、実務 (他社取締役、監

査役の経験)に基づき、当社取締役の職務の執行につき提言、

助言を受けることができると判断しております。

(常勤監査役 1名 A、 監査役 (社外)2名 BoC)
。監査役 Bは、弁護士として企業法務に関する専門的な知見

を有するものであります。

・監査役 Cは、公認会計士の資格を有しており、財務及び会

計に関する相当程度の知見を有するものであります。

株式会社デ ィー

ヌ・ エー

(2018.6.23)

く監査役 1名選任の件>(1名任期満了、再任 E)
同氏は、インターネット業界における豊富な経験を有しており

(他社取締役)、 また当社の社外取締役及び監査役として当社

グループの事業に関する深い理解をもって、当社グループの経

営の監督及び監査を行ってまいりました。当社の実効的な監査

体制の確保には、同氏の豊富な経験が有益であると考え引き続

き監査役として再任をお願いするものであります。

(常勤監査役 1名社外 A、 監査役 (社外)3名 BoC・ D、 (社
内)1名 E)
。監査役 Aは、事業会社における財務及び会計に関する長年
の業務経験があり、また監査役 Cは、金融機関における長年
の経験があり、それぞれ財務及び会計に関する相当程度の知

見を有しております。(C・ D共に弁護士)



財務、会計の知見を有することの開示例 (CG報告書記載例 )

○監査役○○氏は、当社において相当の期間、経理・財務を担当し、財務及び会計に関する

相当程度の知見を有しています。

○監査役○○氏は、経営学に関する学識経験者として企業経営に精通しており、財務及び会

計に関する相当程度の知見を有しております。

○監査役○○氏は、公認会計士及び税理士の資格を有し、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有しております。

○監査役○○氏は、〇〇株式会社において相当の期間、経理 。財務を担当し、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有しております。

○各監査委員は、大企業における取締役又は監査役としての経験に基づき、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有しております。

○当社は監査等委員である取締役に、財務 。会計に関する適切な知見を有 していることを客

観的に証明できる者 (公認会計士などの資格保持)はおりませんが、同取締役を補佐するコ

ンプライアンス統括室業務監査事務局により、財務 。会計に関する知見を補 う体制を整えて

おります。 (テ レビ朝日HD、 2018.7.6)

○現在、当社監査役には、財務 。会計を専門とする監査役は在籍してお りませんが、監査役

を補助する監査役スッタフには、同知見を有する者 2名配置しており、監査機能の充実を図

るよう体制を整えております。 (適用初年度の開示事例 )



東証「コーボレー トガバナンス・コー ドの改訂について」に寄せられたパブリック・コメントの結果について

2018.6.2 轟 輛 慟 員会 板垣 隆夫

介ご|

鶏 コメントの概要 コメントに対する考え方

187

189

原則4-11について、適切な経験 。能力及び必要な財務 。会計 。法務に関
する知識を全ての監査役が一人で有する必要はなく、監査役会の総合力として

バランス良く確保しておけば良いことを明確にすべきである。 (監査懇話会)

(日本貿易会、経営法友会も同様意見 186、 188)

原則4-11について、監査役会が業務監査を適切に行うとともに適正な会
計監査の確保のために実効的な対応を行うためには、少なくとも1名の監査 役

が具備すべき要件は、唄梶な。会計」ではなく、「財務 。会計・監杏」として監

査が含まれることを明確にすべきと考える。この場合の具備すべき「監 査」の

知見には、財務諸表監査だけではなく、業務監査、内部監査などに関する知見

が含まれる。 (日本公認会計1士協会)

※ 原則 4-4に示されているとおり、監査役及び監査役会に期待される
重要な役害1・ 黄務には、業務監査 。会計賄杏などがありますが、原則

4-11における「必要な財務 。会計・法務に関する知識」は、こう
した役害1・ 責務を果たす上で必要と考えられる知識を意味するもので

あり、そうした知識は、l「ll々 の監査役に求められるものと考えられま

九

※ 対話ガイドライン3-10においては、昭讃耀:に、適切な経験・能
力及び必要な財務 。会訓・・法 務に関する知識を有する人材が選任され

ている 力」 との点が示されており、こうした趣旨を踏ま え、投資家

と上場会社との間で建設的な対話が行 われることが期待されます。

193

191

192

原則4-11について、昨今の企業における不正会言1撃をみると、財務。会
計に関する十分な知見をもつた監査役こそ、特に健全な事業活動に必要な倫理

観が求められるというべきである。また、品質不正事案も多く発生しているが、

監査役に求められる適切な経験・能力は、財務・会計・法務に限定 されず、

製造・検査・開発他に関する業務の知見や経験も関与してくることもあり、監

査役が多様な経験・能力を有する総合力を確保していることも重 要である。

(11::]菫 1″iξtiiFi`:ギ )

原則4-11について、監査役等の資格については、財務、会計、法務に関
する知識に限定すべきではなく、人事や情幸熙こ関する専門家が必要になること

があることを勘案して、表現を修正すべきである。(青山学院大学企業法研究会)

監査役は健全な常識や健全な懐疑心を持つた者である必要があることを明記

すべきである。 (日本経営倫理学会ガノバナンス研究部会)

※ 原則4-11は、監査役が業務監査 。会計監査などの期待される役
割。責務を果たす上で、必要と考えられる知識として、「必要な財務・

会計 。法務に関する知識」を求めるものです。加えて、原則4-13
及び補充原則4-13②では、監査役は、 能動的に情報を入手すべき
であり、必要に応じ、上場会社に対してittnの情報提供を求めるべき

であるとするとともに、外部の専門家の助言を得ることも考慮すべき

であるとしています。

iまた、原則4-11においては、財務。会計に関する十分な知見を有
している者を1名以上選任することが求められていますが、ここでい

う財務・ 会計に関する「十分な知見」を有する者の意義は、改訂前か

ら変わるものではなく、会計監査人に監査を適切に実施させ、その監

査の方法 。結果の相当性を判断する際に役立つものであることが必要

と考えられます。こうした知見を有する者は、公認会計士等の資格を

194

195

。原則 4-11に ついて、1監査委員会等においては、少なくとも 1人以上の資
格を有する会計士を選任すべきである。Scl■・oders ll■vettmellt Managemel■ t)

。原則 4-11に ついて、則務・会訓1こ関する十分な知見を有す る者は、 1人
ではなく、少なくとも 2人以上必要であると考える。Cttct&CJelnelal

lnveshnett Ma■la"lllelltl

有する者に限定されず、会社実務で経験を積んでいる者等も含まれる
と考えられますが、それぞれの上場会社の判断の下で、資格を有する

者や、そうした知見を有する者を鶴 選任することもあり得るもの

と考えます。

※ 対話ガイドライン3-10においては、嘘i査詔どに、適切な経験・
能力及び必要な財務 。会計。法務に関する知識を有する人材が選任さ
れている力判 との点が示されており、こうした趣旨を踏まえ、投資家
と上場会社との間で建設的な対話が行われることが期待されます。



先輩監査役からのメッセージ (「月刊監査役」2016年～2018年 7月号 ) 資料⑥
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監査役就任時の戸惑い 。疑間 新任監査役へのメッセージ

2016年

日本郵船株式会社

常勤監査役

杉浦 哲氏

1975年、日本郵船入社。国内外の営業・企画 。人事等の担当を経て代表取締役副社長

2010年新和海運 (現 NSユナイテッド海運)社長、2013年 より現職

全く異質な役割への違和感、孤独感、“自分には向いてないので

は?"と も。また、それまでの習性が抜けず、どうbehaveすべ

きか「立ち位置」に悩みました。同じような境遇にある監査役

さんを始め大勢の方々からのご意見やご助言に救われました。

皆様のご経験やお立場に拠 り悩みやご苦労も様々でしょう

が、監査役のあり方も百人百様それぞれの道で課題を一歩一

歩克服され新たな境遇の意義を噛みしめつつ、できればそれ

を大いに楽しまれながら活躍されんことを祈ります。

株式会社デサン

常勤監査役

石本和之氏

1976年、デサント入社。アスレチックウェア販売部門、スキーウェア販売部門、社長室経営企画部門、セールスプロモーショ

ン部門を経て、2002年常勤監査役就任、現在に至る

監査役に就任後、前任者から資料の引き継ぎはあつたが、「監査

役業務に関しては監査役は独任制であるので自分の判断で行

うように」と言われて戸惑ったが、自分で勉強するしかないと

考え、日本監査役協会の新任監査役関連の研修会を受講し、実

務部会にも積極的に参加した。実務部会では各社の監査役の悩

み、苦労を聞け、疑間点の解決に有効であった。

就任されて今までとは 180度違った立場から会社を見ること

ができる。発想を転換し業務に邁進して欲しい。まずは前任者

からの引継ぎ資料を見て 1年間の監査業務の流れを把握し、

重要会議等に出席され、社内での監査業務を体得して欲しい。

そして、協会のツールとして、新任監査役ガイド等を参考に、

研修会、講演会、監査役全国会議、実務部会等に積極的に参加

して知識を習得し、疑問点を質問する等、レベルアップに努め

て欲しい。



監査役就任時の戸惑い 。疑間 新任監査役へのメッセージ

九州電力株式会社

前常任監査役

小野丈夫氏

1976年、九州電力入社。一般職時代は企画部門に従事、管理職就任後は、企画、総務、人事労務を担務、支店長、本部長を経

て、2012年に監査役に就任。2016年 6月 で退任、別の会社に移った。

就任当初は、現場の社員等と対話する際、ともすれば、部長、

支店長の感覚で、訓示口調になってしまいそうになり、執行サ

イドを離れた監査役としての接し方に戸惑いを感じた。その

後、取締役の職務執行状況の監査にあたり事実を確認するとい

う目的を明確にして現場に臨むように努めた。」

心の準備も予備知識もないままに、監査役としてのスタート

を切られた方が大半だろうと思う。現在、監査役という制度が

激変しており、まずは月刊監査役その他日本監査役協会が発

する情報で最新の知識を獲得することが常道である。ただ、書

店で出回っている監査役関連書籍の中に、先達の心構えを学

ぶことができるものがある。監査役としてのあり方に迷った

らこれらの本に立ち返ることも有意義だと考える。

2017年

JFEス チール株式会

社 常勤監査役
黒川 康氏

1977年、川崎製鉄 (現 JFEス テール)入社.神戸の工場原価をスタートに課長時代にグループ会社出向も経験し、経理、企画
を中心に在籍し2003年経営統合、経営企画担当専務執行役員を経て2013年より現職。

経営企画時代に「トップの暴走を止めるのが君の役目だ」と先

輩から言われたこともあり特に困ったことはありませんでし

た。ただ、最低限やらなければならないことは、事務局スタッ

フが年間スケジュールやマニュアルを作成 してくれています

ので、それを参考にするとともに、日本監査役協会のセミナー

にはよく参加して学習のきっかけづくりをしました。とりわけ

会社法やその他の関連法規についての知識が不足しているこ

とを実感しました。

監査役協会のセミナーに参加しましょう。会社が健全なのは

取締役と監査役が各々の立場で十分機能を発揮しているから

だと理解して、その一方の立場である監査役になられたのな

ら自信を持って発信、行動をしていきましょう。
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監査役就任時の戸惑い 。疑問 新任監査役へのメッセージ

東海旅客鉄道株式会

社 常勤監査役
藤井秀則氏

1979年、国鉄入社後、分割民営化で誕生した JR東海の経営管理等を経て財務部門に移り、財務部長として取締役、常務執行

役員を経験した後、2014年に常勤監査役になりました。

就任直後の正直な感想は、「監査役というものが、役割も含めて

今一つ理解されていない」ということです。会社の業務執行体

制に組み込まれず、株主などステークホルダー側に立つ独立し

た存在としての「監査役」に、「戸惑う」といったところでしょ

うか。

近年では会社施策が合理的・効率的であるかどうか、さらには

経営に対する監督機能まで求める声もあります。監査対象に

ついても不正の芽、リスクはいたるところに存在します。会社

の本来業務や関連事業、海外を含む子会社や取引先、契約や商

品、人、金などの資産等々、仕事はいくらでもあります。「監

査役監査を通じて会社グループ、ひいては社会に貢献する」そ

ういう気概を持って取り組んでいただければ、仕事のやりが

いは後からついてくると思います。

九州電力株式会社

常任監査役

平野俊明氏

1975年、日本開発銀行 (現日本政策投資銀行)入行。南九州支店長、交通 。生活部長等を担当。
2005年、九州電力入社。経営監査部長、経営管理本部長を経て 2014年、常勤監査役に就任、現在に至る。

監査役の立場や役割を理論的に理解したものの、実務上自信を

持って職責を果たすには時間を要した。就任当初は、執行側の

ような発言をして反省したこともある。その後、先輩監査役や

他社監査役との意見交換や情報交換等を通して監査役らしい

言動ができるようになったと思う。

就任当初は、いろいろ悩みや戸惑いがあると思うが、1年目か

ら株主の期待に応える監査結果報告が求められる。その自覚

と責任を持って職責を全うしてください。日本監査役協会の

「新任監査役ガイド」や研修会、講演会、監査実務部会等がサ

ポートしてくれます。

2018年

新日鐵住金株式会社

常任監査役

竹内 豊氏

1980年、新日本製鐵 (現新日鐵住金)入社。財務部長・経営企画部長を担当し、2012年経営統合。

経営企画 。関係会社担当常務を経て 2015年 より現職。

監査役就任直前まで長く経営計画の策定 。実行フォローに携わ

り、経営に近い執行の最前線にいたので、取締役の職務執行を

監査する「監査役」の立ち位置について、かなり悩みました。

(ま だ、悩んでいます。克服は無理かと半分諦めています。)

日本監査役協会の部会や勉強会で様々な会社の監査役等の

方々と直接お話しし、ガバナンスに関する改革・改善視点につ

いて具体的な実例を伺うなど、大変勉強になっています。「監

査役のことは監査役に聞け」が私の皆さんに贈る言葉です。



`」
ヽ

監査役就任時の戸惑い 。疑問 新任監査役へのメッセージ

ダイキンエ業株式会

社 監査役
福永健治氏

1971年ダイキンエ業入社。防衛装備品製造部門に配属され 42年間を淀川製作所内の同一部門で勤務し、部門長を経て 2013年

より常勤の監査役に就任。

65歳での監査役就任、会計は門外漢、主要事業である空調につ

いてもほとんど知らない状況。前任者からは「引き継ぐ資料は

何もないで」と言われて空になった机と椅子だけを引き継ぎ、

先輩監査役からは、「善意と悪意の意味は分かっているか」と聞

かれて答えに窮するなど不安が広がるばかりでした。時間はあ

るので自分で勉強するしかないと思い、自分なりの用語集を作

ることや、日本監査役協会のプログラム (研修会、実務部会等)

を活用して知識の習得に努めています。

会社法改正等で監査役の権限と責任がこれまで以上に増して

いる中、適法性監査から妥当性監査へどこまで踏み出すべき

かといまだに悩んでいますが、「見敵必戦」(問題点を発見した

ら看過せずにその解決に挑戦せよ)の精神で取り組むことを

心掛けています。

株式会社豊田自動織

機

前常勤監査役

野崎晃平氏

1980年、豊田自動織機製作所 (現豊田自動織機)入社。研究、開発、製造、品質管理、調達、新事業企画・立ち上げ等を経て

2014年常勤監査役就任。

監査役は会計専門家が担当する職種だと思っていたので、戸惑

いを感じた。また、前任者との仕事の引き継ぎがなく、知識の

乏しい状況で就任したため、納期とアウトプットのレベル、仕

事の進め方が分からず不安を感じた。会社法、監査法人等の言

葉は知っていても具体的な知識はなく、これらの理解から取り

組み始めた。

初年度は、基礎知識習得とグループ企業の理解。2年目は知識

の深耕と、監査法人や内部監査部門との連携強化。3年目は特

定のテーマを掲げた重点監査。 4年目にようやく自分流の監

査ができるようになつた感じがした。相手の説明を鵜呑みに

せず、懐疑心を持ち、必ず現地。現物で確認すること、常に自

己研鑽の姿勢を忘れないことが重要だと思う。



下記は、東京本部における過去の開催実績となります。

テーマ等は適宜変更いたします。今後の開催の言輛田は、当協会ホームページで御確認ください。なお、各支部においても本部に準じて、

研修会等を開催しております。
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アンケー ト実施状況

実施刃]間 平成 30年 1月 19日 (金)～2月 9日 (金 )

対 象 者 :   当協会会員のうち監査役設置会社及び監査役会設置会社 5,782社

(平成 30年 1月 19日 時′点の会社数)

実施方法 インターネットを利用し、当協会ホーム
ページより1社 1回答

回 答 数 :   有効回答数 3,448社  回答率 59.6%

問 1-2-1社 外監査役の前職又は現職

社外監査役の前職・現職の分類別人数

上段 :人数

下段 :比率

全体 上場 非上場 大会社 大会社以外

2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年

1.親会社の役職員
509 162

94% 10.1% 20% 17% 21:50/1 22.8% 85% 94% 135% 127%
2.親会社以外のグル

ープ会社の役職員

318 279 236

5_1% 47% 1.9% 19% 102% 90% 5.5% 50% 3.4% 37%

3大株主の役職員
522 475 254 239 221 480 421

8.3% 73% 69% 10.1% 92% 95% 8.9% 3.6% 41%

4.取引銀行の役職員
122

7,7% 74% 92% 9.4% 52% 4.5% 86% 8.6% 4.2% 35%

5.取引先の役職員
307 209 287 269

54% 5.1% 60% 57% 44% 57% 57% 270/O 24%

o会社と無関係な会
社の役職員   |

974 652 322 675 294

155% 16.4% 167% 178% 13.6% 14.4% 134% 14.7% 2518% 2340/O

7公認会計士又は税
理士

1,273 1:259 953 899 320 1,006 255

20.391 20.7% 2414% 2415% 13_5% 150% 19.9% 1917% 22.407o 241500

8.弁護士
1,149 1,096 867 802 282 193

18.3% 18.1% 222% 21.9% 11.9% 122% 193% 188% 14300

9.大学教授
25% 26% 2.8% 32% 18% 16% 26% 1.3% 13%

10.官公庁
11

20% 2_2% 22% 26% 1.6% 22% 25% 09% 0.9%

11,その他
348 295 244

5_6% 4.9% 52% 62% 55% 39% 7.9% 8_5%

合計人数
6,265 6,069 3,898 3,667 2,367 2,402 5,049 4,751 1,140 1,275

1000% 1000% 1000% 1000070 1000% 10Q00/o 1000% 1000% 1000% 1000%

・全体として「1.親会社の役職員」は、前回までの減少から0_7ポイント増に転じ、101%となつた。子会社
への転籍者が今後も一定の割合を保ち続けているものと思われる。一方、「7公認会計士又は税理士」

19曇11に浮壕址壮務冬制1剰忌ξ観:11■i鑑篇]曖骨源魯9L
合を占めている。
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問 1-3社内監査役の前職   、

社内監査役の前職分類別人数

・社内監査役の経歴については、「9.監査関係以外の部長等」が前回に比べて 02ポイント増加し
222%と最も多い。次に多いのが「6.執行役員」と「5.上記 1～4以外の取締役」でそれぞれ 134%であ

った。
。前職が執行側の要職 (選択肢 1から6まで)であつた社内監査役の比率は前回から微減した。(45.2%
→44.1%)。

定時株主総会に係る各種実務手続及び期末監査について

間 6-2監査役選任議案の決定プロセス(複数回答可)

*比率は選任議案があったとした回答社数で害1ったもの
。「4代表取締役等執行部門が候補者を選定し、監査役 (会 )として同意した」が全体で 830%と依然大半
を占めている。
・監査役(会)が監査役候補者の選定に積極的に関わる選択肢 1～ 3は合わせて 166%と前回から1.6ポ
イント増力日している。
。「5 当該議案が株主提案であったため該当せず」が前回から09ポイント増加して 60%となっている。

|?

上段 :人数

下段 :|`率

全体 上場 非上場 大会社 大会社以外

2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年

11会長 :属 1会長
5 2 9 3 2

030/O 0.3% 0.1% 0.3% 04% 03% 0.3% 0.4% 0.2%

2.社長
27% 2.7% 14% 11% 37% 39% 22% 2.1% 48% 48%

3.副社長
15% 1.4% 1.7% 1.6% 1.4% 12% 14% 1_3% 18% 17%

4専務 :常務
579 295 273 275 447

128% 129% 1511% 155% 110% 11.0% 13.7% 135% 95% 109%

5上記 1～ 4以外の
取締役

302 527 460

139% 134% 168% 156% 117% 118% 14.5% 13.9% 105% 115%

6.執行役員
572 228

14.0% 134% 187% 195% 105% 9.1% 155% 15.1% 7.9% 73%

7相談役・顧問 ,嘱託
2.5% 2.5% 3.2% 30% 1.9% 23% 22% 31% 34%

8監査関係部長等
447 208 220 239 358

9.9170 10.5% 118% 11.80/0 85% 95% 101% 108% 10.1% 97%

9監査関係以外の部
長等

998
一４ 375 ●

０ 572 745 195

22.0% 22.2% 20.7% 21.3% 23,0% 22.9% 22(1% 22.6% 122.4% 21.8%

10その他
922 889 595 247 257

20.3% 20.8% 104% 105% 279% 28 1% 179% 180% 296% 287%

合計人数
4,534 4,264 1,958 1,761 2,576 2,503 3,623 3,300 835

10000/0 1000% 1000% 100.0% 1000% 1000% 1000% 1000% 1000% 100_0%

上段 :社数

下段 :比率

全体 上場 非上場 大会社 大会社以外
2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 Ю17年

1社内監査役候補者に
ついて、監査役 (会)が提

案した . 42% 36% 36% 48% 61% 43% 44% 2.9% 480/0

2社外監査役候補者に
ついて、監査役 (会)が提

案した 61% 67% 69% 8.0% 5.3% 58% 6.6% 66% 58%

3執行部門と監査役
(会 )が、それぞれ候補者

を提案し、協議・調整の

■/P補者を選定した
47% 4.9% 49% 5.6% 4.6% 4.3% 4.2% 4.5% 64%

4:代表取締役等執行部

門が候補者を選定し、監

査役 (会 )として同意した

1,777 1,382 925 640 852 1`OQ 1,049 326

856% 8310% 90_4% 878% 80.8% 79.2% 88.2% 35:1% 75.9% 78,7%

5当該議案が株主提案
であつたため該当せず

105 3 l

51% 60% 03% 01% 97% 106% 4.7% 123% 9,7%
回答社数

(選任議案あり)
2,077 1,666 1,023 1,054 937 1,653 1,233 414



間 6-3監査役選任議案への同意の理由(複数回答可 )
段

段

上

下

社数

比率

全体 上場 非上場 大会社 大会社以外

2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年

1会計・財務に関す
る知見を有するから

954 559 370

459% 421% 546% 508% 375% 353% 48_4% 449% 361% 345%

2法務部門出身者だ
から 62% 43% 73% 47% 50% 6_3% 3.9% 52% 53%

3会社の状況に通じ
ているから

1,094 578 516 900 623

52.7% 490% 565% 51.7% 490% 47.0% 544% 50.500 45.2% 442%

4営 業・研究等、会
社の一定の事業分野

に通じているから

620 462 303

29.9% 277% 310% 31 3% 287% 250% 31 5% 290% 221% 232%

5弁護士や公認会計
士など法律や会計の

専門家であるから

249 465

26 7% 223% 400% 342'6 13996 130% 28 1% 222% 20196 21 7%

6証券取引所から導
入を要請されている

「独立役員」に該当す

るから

17 228

118% 81% 216% 162% 23% 18% 13800

7親会社や大株主の
役職員だから

412 339

261% 24.7% 128% 100% 391% 362070 25.5% 255% 300070 22796

8取 引先の役職員だ
から

13

53% 55% 59% 6.6% 48% 47% 5.7% 3901

9 当該議案が株主提
案であつたため該当

せず

100 3 1

60% 03% 01% 97% 106% 3.3% 47% 123% 97%

10その他 =務
| 嚇構 :こ蔵iお

:難 ‐
66% 1総iル ||::11 67% :署I 63%

回答社数

(選任議案あり)
2,077 1,666 1,023 729 1,054 1,653 1,233

*比率は選任議案があったとした回答社数で害」つたもの
。最も多いのは、前回同様「3会 社の状況に通じているから」であるが、全体で 37/ポイント減少し、
49.0%と過半数を割り込んでいる。
・次に多いのは「1 会計・財務に関する知見を有するから」であるが、全体で 421%と 3.8ポイント減少し
ている。
・「7.親会社や大株主の役職員だから」は、全体で 14ポイント減少し247%、 上場会社では 28ポイント
減少し 100%、 大会社では前回同様 25_5%と なっている。他方、「5弁護士や公認会計士など法律や
会計の専門家であるから」は全体で 4_4ポイント減少し223%、 上場会社で 5.8ポイント減少し342%、

大会社では 59ポイント減少し222%となった。
。「6証 券取引所から導入を要請されている「独立役員」に該当するから」は 37ポイント減少し、81%と
なっている。上場規程で「取締役である独立役員を少なくとも 1名 以上確保するよう努めなければならな

い」と規定さノつていることが影響しているものと思われる。

担当日襲⊇

`亜

奎曇蛙墾盛築ρ型塑謎郵壺 2輌 五筵 そ2

当程度の知見を有しているもの」記載の有無 (公開会社のみ)

上段 :社数

下段 :比率

全体

(公開会社 )
上場 非上場 大会社 大会社以外

2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年

記載あり
1,562 1,475 1,490 1,400 1,408 1,020 155

88696 89.7% 931% 93.6% 4470/O 50_3% 88_8% 90.3% 87.0% 84,7%

記載なし
111 177

114% 10.3% 69% 64% 553% 49.7% 11 2% 97% 1300/1 153%

回答社数
1,762 1,645 1,601 1,496 1,585 1,462 177

100096 1000% 1000% 100001o 10000o 1000% 100096 1000% 100096 1000%

・監査役の財務及び会計に関する知見を開示している会社の比率は全体で 1.1ポ
イント増加し、89.7%と

なつた。大半の会社で財務及び会計に関する知見を有している監査役を選任
していることがうかがえる。

特に上場会社では、開示している会社が 05ポイント増加して前回に引き続き9害1以上となり、財務及
び

会計に関する知見を有する監査役を選任する実務が定着している。
2θ

■

■ 1



②財務及び会計の知見ありとして記載された監査役数別社数(公開会社のみ) 7-■

上段 :社数

下段 :比率

全体

(公開会社 )
上場 非上場 大会社 大会社以外

2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年

0名
111

114% 103% 64% 55:3% 49.7% 112% 9.7% 13.0% 153%

1名
370 353 336

21.0% 20.4% 22.0% 21 30/0 106% 12.1% 21.2% 205% 192% 197%

2名
420 373 332

238% 22.7% 25.0% 237% 118% 128% 235% 22.7% 26.6% 224%

3名以上
772 76Q 736 728 699 688

43.8% 46.6% 46.0% 48.7% 224% 255% 4411% 47.1% 41.2% 42.6%

回答社数
1,762 1,645 1,601 1,496 1,585 1,462

1000% 1000% 1000% 1000% 1000% 1000% 1000% 1000% 100096 10000o

上段 :人数

下段 :比率

全体

(公開会社 )
上場 非上場 大会社 大会社以外

2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年

1 常勤社内監査役

(人 )

821 820 824 775

22.6% 2230/0 224% 223% 2670/0 236% 237% 234% 122% 128%

2常勤社外監査役
(人 )

13 17 338

10.4% 111% 105% 11 1% 74% 9.7% 10.2% 17.0% 192%

3非常勤社内監査役
(人 ) 30% 32% 29% 31% 51% 2.9% 31% 4.0% 42%
4.非常勤社外監査役

(人 )

2,454 2,328 2,347 2,221 2,219 2,098 235 230

64.0% 634% 64.1% 63.5% 60.8% 60.1% 637% 633% 6618% 639%

回答数 (人 ) 3,835 3,674 3,659 3,496 3,483 3,314 360

・公開会社全体として知見者を複数置く会社の比率が増カロしており、2名 以上いる会社は 1.7ポイント増
力日し69.3%となっている。
③財務及び会計の知見ありとして記載された者の属性(公開会社のみ)

・財務及び会計に関する知見者の属性は、「4非常勤社外監査役」が最も多く、害」合は前回から0.6ポイ
ント減少し634%となつている。前回以前と比較すると全体的に僅かな数値の変動に留まつている。

④財務及び会計の知見を有する理由別/監査役種類別人数 (公開会社のみ)

・知見者の経歴として、合計では「3.公認会計士や税理士等」が 25.5%と 最も多かつた。次に「4金融機
関経験」が 165%、「5弁護士」が 150%、「2.経理・財務部門経験」が 136%で続いている。
・常勤社内の場合は社内の経理・財務部門経験者が中心で、常勤社外の場合は金融機関出身者が中

心となっていることは前回と変わっていない。ただし、常勤社外について、「4金融機関経験」は 21ポイ
ント減少し、「2経理・財務部門経験」も03ポイント減少した。
・非常勤社外については、いわゆる会計に関連した資格者と弁護士が中心となつているが、金融機関出

身者も一定数含まれている。

ξ l l

上段 :人数

下段 :比率

全体 (公開会社)

常勤社内 常勤社外 非常勤社内 非常勤社外 合計

2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 2017年 2016年 20174ミ

1.CFO等、財務部門
役員 21 1% 214% 11 1% 123% 155% 17.6% 54% 5.9% 98% 105%

2経理・財務部門経
験

133 108 ・ 546

36.0% 35.0% 16 1% 158% 31 9% 32.SOI 54% 460/9 14.2% 136%

3.公認会計士・税理

士等

927 875 988 937

1_3% 12% 98% 96% 95% 109% 37.8% 37.6% 25,8% 25.5%

4.金融機関経験
623

123% 139% 43.0% 409% 10.3% 670/O 136% 136% 162% 165%

5弁護士
1 0 1 4 3 5 587

00% 03% 26% 42% 237% 233% 15.3% 150%

6.他社の監査役経験
9 8 208

24% 1_9% 93% 10.6% 7.8% 57% 66% 5.400 60%

7.会計、監査論等研

究者

2 1 1 1 0

02% 00% 03% 0.2% 09% 0000 09% 08%

8その他
230

2650/o 266% 103% 96% 21.6% 210% 72% 72% 123% 122%

合計人数
867 2,454 2,328 3,835 3,674

1000% 100096 1000% 1000% 1000% 1000% 1000% 1000% 1000% 1000%

ね
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少
し
考
え
る

そ
れ
が
難
し
い

「な
ぜ
私
な
の
か
。
ま
る
で
カ
フ
カ
の
小
説

の
主
人
公
の
よ
う
だ
」

２０
年
前
の
仏
ボ
ル
ド
ー
重
罪
裁
判
所
。
被
告

席
に
い
た
８７
歳
の
男
が
は
き
出
し
た
言
葉
が
強

く
印
象
に
残
っ
た
。

傑
作

「審
判
」
で
、
理
由
も
な
く
逮
捕
さ
れ

裁
判
に
か
け
ら
れ
処
刑
さ
れ
る
主
人
公
ヨ
ー
ゼ

フ

・
Ｋ
に
自
ら
の
運
命
を
重
ね
た
の
だ
。
し
か

し
、
老
人
に
は
裁
か
れ
る
理
由
が
あ
っ
た
。
罪

名
は

「人
道
に
対
す
る
罪
」
。

禁
錮
１０
年
の
判
決
を
受
け
た
の
は
モ
ー
リ
ス

・
パ
ポ
ン
と
い
う
元
エ
リ
ー
ト
官
僚
だ
。
出
世

の
階
段
を
上
り
つ
め
、
国
会
議
員
や
パ
リ
警
視

総
監
、
予
算
担
当
相
ま
で
務
め
た
。

功
成
り
名
遂
げ
た
は
ず
の
人
生
が
暗
転
し
た

の
は
、
第
２
次
大
戦
中
の
ふ
る
ま
い
が
暴
か
れ

問
題
視
さ
れ
た
か
ら
。
ナ
チ
ス
ボ
イ
ツ
の
支
配

下
に
あ
っ
た
対
独
協
力
政
権

（ビ
シ
ー
政
府
）

で
、
仏
南
西
部
の
県
の
総
務
局
長
だ
っ
た
。
ユ

ダ
ヤ
人
を
強
制
収
容
所
に
送
る
任
務
を
担
当

し
、
効
率
よ
く
こ
な
し
た
と
い
う
。

ナ
チ
ス
の
思
想
に
共
鳴
し
て
弾
圧
政
策
に
加

担
し
た
た
め
に
裁
か
れ
た
フ
ラ
ン
ス
人
は
ほ
か

に
も
い
た
。
だ
が
彼
は
ナ
チ
ス
思
想
の
信
奉
者

で
は
な
か

っ
た
。
問
わ
れ
た
の
は
、
時
の
政
権

の
非
人
道
的
な
政
策
の
執
行
に
携
わ

っ
た
能
吏

と
し
て
の
責
任
だ

っ
た
。

当
時
は
、
政
府
ば
か
り
か
多
く
の

一
般
市
民

も

ユ
ダ
ヤ
人
迫
害
に
対
し
、
沈
黙
や
あ
い
ま
い

な
姿
勢
に
終
始
し
た
と
い
わ
れ
る
。
そ
こ
で
行

政
官
と
し
て
勤
勉
だ

っ
た
か
ら
と
い

っ
て
、
な

ぜ
責
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
の
か
。
そ
の
い
ら

だ
ち
に
満
ち
た
証
言
だ

っ
た
。

昔
の
取
材
を
思
い
出
し
た
の
は
、
ゆ
が
ん
だ

組
織
で
忠
実
に
ふ
る
ま
っ
て
し
ま
っ
た
個
人
の

葛
藤
を
考
え
さ
せ
る
ニ
ュ
ー
ス
が
最
近
続
く
か

ら
だ
。

ひ
ど
い
仕
事
で
も
、
任
務
と
な
る
と
疑
間
を

棚
上
げ
し
て
淡
々
と
取
り
組
む
。
ひ
と
つ
の
社

会
や
組
織
に
ど
っ
ぶ
り
浸
っ
て
し
ま
う
と
、
そ

れ
を
相
対
化
し
て
自
分
の
立
ち
位
置
を
変
え
る

の
が
ど
れ
ほ
ど
難
し
い
か
。

森
友

。
加
計
問
題
で
は
、
政
権
の
見
解
に
沿

う
よ
う
な
言
動
を
し
た
エ
リ
ー
ト
官
僚
が
相
次

い
で
窮
地
に
追
い
込
ま
れ
て
い
る
。

・佐
川
宣
寿

。
前
財
務
省
理
財
局
長
は
森
友
学

園
を
め
ぐ
る
交
渉
記
録
に
つ
い
て

「残
っ
て
い

な
い
」
な
ど
と
国
会
で
説
明
し
て
い
た
。
し
か

し
、
膨
大
な
文
書
が
出
て
き
た
。　
一
部
文
書

は
、
そ
う
し
た
答
弁
の
あ
と
改
ざ
ん
や
廃
棄
が

進
め
ら
れ
て
い
た
こ
と
も
明
ら
か
に
な
っ
た
。

加
計
学
園
の
獣
医
学
部
新
設
の
問
題
で
は
、

柳
瀬
唯
夫

上
万
首
相
秘
書
官
の
立
場
が
苦
し
く

な
る

一
方
だ
。
首
相
の
関
与
は

一
切
な
い
と
い

う
政
権
の
ス
ト
ー
リ
ー
と
矛
盾
し
な
い
よ
う
に

発
言
を
繰
り
返
し
た
結
果
の
よ
う
に
見
え
る
。

能
吏
と
し
て
問
題
を
手
際
よ
く
収
め
よ
う
と

し
た
あ
げ
く
に
、
批
判
の
矢
面
に
立

つ
は
め

に
。

「人
道
に
対
す
る
罪
」
で
も
な
い
し
、
裁

判
で
も
な
い
け
れ
ど
、
理
不
尽
な
扱
い
を
受
け

て
い
る
と
い
う
思
い
は
共
通
し
て
い
る
か
も
し

れ
な
い
。
や
は
リ
カ
フ
カ
の
小
説
の
主
人
公
の

よ
う
だ
と
感
じ
て
い
る
だ
ろ
う
か
。

パ
ポ
ン
氏
た
ち
が
乗
り
越
え
そ
こ
ね
た
壁
は

い
っ
た
い
何
だ
っ
た
の
か
。
ま
っ
た
く
別
の
ニ

ュ
ー
ス
に
登
場
し
た
２０
歳
の
若
者
の
言
葉
が
答

え
を
示
唆
し
て
い
る
。

ア
メ
リ
カ
ン
フ

ッ
ト
ボ
ー
ル
の
悪
質
タ

ッ
ク

ル
問
題
で
加
害
者
と
な

っ
た
日
本
大
学
の
学
生

で
あ
る
。

「
監
督
、
コ
ー
チ
陣
か
ら
の
プ
レ
ッ
シ
ャ
ー

が
あ

っ
た
に
し
ろ
、
そ
の
プ

レ
ー
に
及
ぶ
前

に
、
自
分
で
正
常
な
判
断
を
す
る
べ
き
」
だ

っ

た
と
記
者
会
見
で
語

っ
た
。
ア
メ
フ
ト
と
彼
の

青
春
は

一
体
だ

っ
た
だ
ろ
う
。
そ
れ
で
も
チ
ー

ム
を
相
対
化
し
、
犯
し
た
過
ち
の
原
因
を
直
視

し
て
い
る
。

「少
し
考
え
れ
ば
自
分
が
や

っ
た

こ
と
は
間
違

っ
て
い
る
と
前
も

っ
て
判
断
で
き

た
と
思
う
の
で
、
自
分
の
意
思
を
強
く
持
つ
こ

と
が
今
後
重
要
だ
と
思
い
ま
し
た
」

「少
し
考
え
れ
ば
」
。
そ
の
通
り
だ
。
け
れ

ど
、
も

っ
と
人
生
経
験
が
豊
富
な
は
ず
の
大
入

た
ち
に
と

っ
て
も
、
そ
れ
は
容
易
で
は
な
い
。

エ
リ
ー
ト
官
僚
や
ス
ポ
ー
ツ
チ
ー
ム
の
指
導

者
に
限
ら
な
い
。
自
分
も
気
付
か
な
い
う
ち
に

同
じ
落

と
し
穴
に
陥

っ
て
い
る
か
も
し
れ
な

い
。
学
生
の
言
葉
に
日
ご
ろ
の
言
動
を
振
り
返

っ
て
み
た
人
は
多
か

っ
た
の
で
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「監査役の資質 (能力)と心構えについて」追加資料

フオローアップ会議での冨山メンバーの発言等

○「スチュワー ドシップ。コー ド及びコーポレー トガバナンス・コードのフォローアップ会

議」(座長 池尾和人慶大教授、 事務局 金融庁 。東証)は、平成 27年 9月 24日 に第 1
回が開催され、平成 30年 3月 13日 の第 15回が最終回となり、提言「コーポレー トガバナ

ンス・コー ドの改定と投資家と企業の対話ガイ ドラインの策定について」 (平成 30年 3月

26日公表)がまとめられた。

○ (株)経営共創基盤 代表取締役CEO 冨山和彦氏はメンバー17名の内の一人で、歯
に衣着せぬストレー トな発言で、会議に影響力を持つていた。特に、経営 トップの在り方や

社外取締役、監査役等の資質についての発言は他のメンバーヘの説得力を発揮した。

全 15回の内 7回の出席の際には、常に先陣を切つて発言するとともに、8回の欠席にお

いては毎回事前に意見書を提出して、テーマに対する見解を明確にした。

○第 14回会議では、ほぼ最終のまとめになる論点が示され、田原企業開示課長から説明が

為された (当 日の[資料 2]「投資家と企業の対話ガイ ドラインの策定に伴 うコーポレー トガ

バナンス・コー ドの改訂に関する論点」)

「監査役等の選任・機能発揮につきましては、現行コード上、監査役には、財務・会計に関

する適切な知見を有する者という記載をさせて戴いておりますが、今回それにとどまらな

い知見。資質が必要ではないかというご議論を頂戴しており、もとよりそういつたことは現

行コー ドでも読めるとは思いますが、その点について明示することが必要とも考えられる

ということで、記載させて戴いているものでございます。」

○これに対して、冨山メンバーの発言。GJ紙のとおり)
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【取締役会の構成、独立社外取締役の選任・機能発揮】

3-6  取締役会の多様性が、十分に確保されているか。
独立社外取締役として、資本効率などの財務に関する
知見や関係法令等の理解も含め、適切な資質を有する者
が、十分な人数選任されているか。

3-7  独立社外取締役は、自らの役害1・ 責務を認識し、経営
陣に対し、経営課題に対応した適切な助言・監督を行つ
ているか。

【監査役等の選任・機能発揮】

3-8  監査役・監査委員・監査等委員 (監査役等)に、適切
な知識・経験・能力を有する人材が選任されているか。

3-9  監査役等は、業務監査を自ら適切に行うとともに、適
正な会計監査の確保に向けた実効的な対応を行つている
か 。

原則 4-11.取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件
取締役会は、その役割・責務を実効的に果たすための知識・経験・

能力を全体としてバランス良く備え、多様性と適正規模を両立させ
る形で構成されるべきである。また、監査役には、財務・会計に関
する適切な知見を有している者が 1名 以上選任されるべきである。
(後略)
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冨山委員発言 (監査役について)

2018.5.10

◎監査役について (Wコー ドフォローアップ会議 )

<冨山和彦意見書 い 創基盤 代表取締役CEO)>平 成 29年 10月 18日 (夕 |′ g移 務
ゝ
)

社内・常勤の監査役あるしヽま監査委員について、出世競争に敗れた人材の処遇ポストではなく、しかるべき

専門性 (知識、経験の両面で)を持つた人材のプロモーションゴールとして位置付けること (非常勤の社外監
査役、社外監杏委員と比べ社内情報へのアクセス能力が格段に高い内部・常勤者は、監査役、監査委員の本分

である適法性に関わる事項のモニタリングにおいて有利な立場にあり重要であるが、そこでは会計や法務、コ

ンプライアンス、リスク管理と言つた、一朝―夕ではけつして身に付かない極めて高度に専門的な知識、豊富

な経験が必須である。しかしそうした能力を持つていない人材がこのポストを担つているケースが非常に多く、
これは守りのガバナンスの実効性において由々しき大問題である)。
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会社で、特に社内常勤監査役というのは、現実問題として、取締役になれなかった人の充て職ポストになつてい

ます。だから、ずつと営業をやつてきましたとか、ずっと生産畑一本でした、会社法も人生の中で読んだことも

ない、簿記会計もわかんないという人が監査役になるんですよ。これじゃ話にならないんで、ここはやっぱりど

つかの投資家のと力ヽこ出ていましたけれども、やっばりそういつた領域の会計原則なり法務なり、それなりの見

識を持つた人、あるしヽま、そういった訓練を社内でやつてきた人のゴールポストというか、むしろCEOという
か、社長、一番出世したゴールのポストにすべきで、このことも、ひょっとするとガバナンス・コードに明記し

てもいいくらいだと思います。

だつて、今、結構どの会社もコンプライアンスとか社内業務監査は強化しているはずで、そういった人たちの

モチベーションという意味でも、絶対そういうふうにしたほうがいいです。普通、そのラインから社長とかなら

ないでしょ。なんだけど、やっばリモチベーションで考えたら、英光あるゴールのポストを用意することは大事

だと思うので、それが実質的な強化につながると思っています。

【務ζ主八物聾、観 ξアiス可つ機能発揮、これは私がある意味では問題提起したんです
が、これ、適切な知識・経験・能力というのは、ちょつと私に言わせると抽象的で、ここは法務と会計に関して

ははつきり書いてもらわないと、法務・会計・財務かな。法務・会計ですね、少なくとも。ここははっきり書い

てもらわないと困ります。というのは、要は、例えば lFRSと 日本会計基準の連いがある意味でちゃんとわか
つていないような人が監査役をやつているんですよ、日本の会社つて。大文夫かいなという感じがします。です

から、結構、取締役の議論でも、社内の人、 1人も会計の専門家がいなくて、社外で会計士がいたりすると、な

ぜか会計、これは会計上どういうインパクトを与えるかという議論をするときに、社外の私が、社外の人にまた

聞いているということが起きるんですね、日本の会社というのは。あれはあり得ないです、はつきり言つて。だ

つて一番情報を持つているのは社内の人なんだから、社内の人がちゃんとその辺をぱつと答えてくれないと、こ

れ1編になりません。なので、ここはちょっとそのような具体性が必要なのかなと思います。

以上
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